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高齢者基礎調査結果の概要

65.1%59.9%275459区内の介護サービス事業所介護サービス事業所調査

6,0089,494計

60.3%59.5%8921,500介護サービス未利用者
要介護認定者調査

（65歳以上）

65.3%56.5%1,6943,000介護サービス利用者
介護サービス利用者調査

（65歳以上）

46.5%49.5%99200介護サービス利用者

61.9%55.2%5521,000これから高齢者これから高齢期を迎える方の
調査

（55歳～64歳）

77.0%154200
特定高齢者の

介護予防事業の未利用者

88.1%119135
特定高齢者の

介護予防事業の利用者

74.9%74.1%2,2233,000高齢者一般

高齢者一般調査
（65歳以上）

（前回）
有効
回収率

有効
回収率

有効
回収数

発送数対象者調査票の種類

資
料

１
－

１

平
成

2
0
年

3
月

2
4
日

株
式

会
社

イ
ン
テ
ー
ジ
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株式会社 有限会社 社会福祉法
人

医療法人 ＮＰＯ その他 無回答

(%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数

27534.9 14.9 22.2 15.6 5.5 5.8
1.1

回答事業所の運営主体

営業エリアの設定状況

半径１ｋｍ圏
内

半径２ｋｍ圏
内

半径５ｋｍ圏
内

半径５ｋｍ圏
以上

特にエリアは
設定していな
い

無回答

(%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数

2751.8 13.1 23.6 10.5 41.5 9.5



3

回答事業所の実施サービス（複数回答）

N＝２７５（事業所）

0

10

20

30

40

50
(%)

49.5

32.4

40.4

33.5

1.1 0.4

11.3

5.8

1.1 0.4 1.5 1.5

24.0

20.4

2.5 2.2

9.1 8.0

1.8 1.5

7.6
5.1

3.6 3.3 2.2
0.0

5.8
4.4

2.2
1.1

3.6
1.8

0.0

8.4

0.0
2.2

0.7 1.5

無
回
答

介
護
療
養
型
医
療
施
設

介
護
老
人
保
健
施
設

地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護

介
護
老
人
福
祉
施
設

地
域
密
着
型
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

介
護
予
防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護

夜
間
対
応
型
訪
問
介
護

介
護
予
防
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

住
宅
改
修
、
介
護
予
防
住
宅
改
修

特
定
福
祉
用
具
販
売
、
特
定
介
護
予
防
福
祉
用
具
販
売

福
祉
用
具
貸
与
、
介
護
予
防
福
祉
用
具
貸
与

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護

短
期
入
所
療
養
介
護

介
護
予
防
短
期
入
所
生
活
介
護

短
期
入
所
生
活
介
護

介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

介
護
予
防
通
所
介
護

通
所
介
護

介
護
予
防
居
宅
療
養
管
理
指
導

居
宅
療
養
管
理
指
導

介
護
予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

介
護
予
防
訪
問
看
護

訪
問
看
護

介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護

訪
問
入
浴
介
護

介
護
予
防
訪
問
介
護

訪
問
介
護

介
護
予
防
支
援

居
宅
介
護
支
援

地域密着型サービス
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0

1

2

3

4

5
(%)

4.7

2.5

0.7 0.7

0.0 0.0

1.5

0.4 0.4 0.4

0.0 0.0

2.5

1.5

0.0 0.0

0.7

0.4

0.0 0.0

0.4

0.0

0.4

0.0 0.0 0.0

0.7

0.4 0.4

0.0 0.0

0.4

0.0

0.4

0.0 0.0 0.0

回答事業所の今後実施予定サービス （複数回答）

N＝２７５（事業所）

介
護
療
養
型
医
療
施
設

介
護
老
人
保
健
施
設

地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護

介
護
老
人
福
祉
施
設

地
域
密
着
型
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

介
護
予
防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護

夜
間
対
応
型
訪
問
介
護

介
護
予
防
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

住
宅
改
修
、
介
護
予
防
住
宅
改
修

特
定
福
祉
用
具
販
売
、
特
定
介
護
予
防
福
祉
用
具
販
売

福
祉
用
具
貸
与
、
介
護
予
防
福
祉
用
具
貸
与

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護

短
期
入
所
療
養
介
護

介
護
予
防
短
期
入
所
生
活
介
護

短
期
入
所
生
活
介
護

介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

介
護
予
防
通
所
介
護

通
所
介
護

介
護
予
防
居
宅
療
養
管
理
指
導

居
宅
療
養
管
理
指
導

介
護
予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

介
護
予
防
訪
問
看
護

訪
問
看
護

介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護

訪
問
入
浴
介
護

介
護
予
防
訪
問
介
護

訪
問
介
護

介
護
予
防
支
援

居
宅
介
護
支
援

地域密着型サービス
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地域密着型サービスのうち、今後さらに区内に整備が必要と思われるもの （複数回答）
居宅介護支援事業所（ N＝１３６（事業所） ）が回答

0 10 20 30 40
(%)

認知症対応型共同生活介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

地域密着型特定施設入居者生
活介護

特に必要はない

無回答

27.9

37.5

23.5

32.4

27.2

5.9

5.9

20.6

現行のままでよ
い（練馬区民の
み利用）

隣接の区市の地
域密着型サービ
スも利用したい

都内の地域密着
型サービスも利
用したい

よくわからない 無回答

(%)
ｻﾝﾌ ﾙ゚数

13616.9 47.1 11.0 8.1 16.9

練馬区民限定利用についての意見
（地域密着型サービス）
居宅介護支援事業所

（ N＝１３６（事業所） ）が回答
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小規模多機能型居宅介護の必要性と課題
居宅介護支援事業所（ N＝１３６（事業所） ）が回答

必要なサービスであ
る

必要性を感じていな
い

どちらともいえない 無回答

(%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数

13641.2 5.1 36.8 16.9

必要性について

課題について
（複数回答）

0 10 20 30 40 50
(%)

利用者がサービスの内容や利
用方法を知らない

小規模多機能型居宅介護事業
所の数が少ない

月単位の包括的報酬体系が利
用しにくい

利用にあたって、ケアマネー
ジャーが変更になる

事業者がサービスの内容や利
用方法を知らない

よくわからない

その他

無回答

41.9

39.0

30.1

27.9

25.0

13.2

7.4

16.2
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必要なサービスであ
る

必要性を感じていな
い

どちらともいえない 無回答

(%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数

13661.0

0.7

11.0 27.2

夜間対応型訪問介護の必要性・利用の少ない理由
居宅介護支援事業所（ N＝１３６（事業所） ）が回答

必要性について

利用の少ない理由
（複数回答）

0 10 20 30 40 50
(%)

夜間に事業者が訪問すること
に不安があるから

利用者がサービスの内容や利
用方法を知らない

夜間の訪問介護のニーズは、
少ない

事業者がサービスの内容や利
用方法を知らない

要介護度が要支援１・２の利
用ができない

今までの訪問介護の夜間対応
サービスで十分である

日中の訪問介護サービス事業
者との連携が取りにくい

よくわからない

その他

無回答

48.5

36.8

19.1

16.9

8.8

8.1

7.4

2.2

19.1

16.2
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居宅介護支援事業所の運営上の課題
居宅介護支援事業所（N＝１３６（事業所））が回答

0

10

20

30

40

50

60

70
(%)

61.8

26.5 25.7

20.6
18.4

16.2

5.9
3.7 3.7 3.7

0.7 0.0

8.1

4.4

15.4

無
回
答

特
に
課
題
は
な
い

そ
の
他

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
と
の
連
携

が
う
ま
く
行
っ
て
い
な
い

区
と
の
連
携
が
う
ま
く
行
っ
て
い
な

い他
事
業
者
と
の
連
携
が
う
ま
く
行
っ

て
い
な
い

利
用
者
か
ら
の
苦
情
へ
の
対
応

ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
定
着
率
が
低

い介
護
保
険
制
度
に
関
す
る
情
報
が
す

み
や
か
に
入
手
で
き
な
い

イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る

情
報
が
入
手
で
き
な
い

ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
育
成

新
規
利
用
者
の
獲
得
が
困
難

ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
人
材
確
保

多
問
題
事
例
（介
護
以
外
の
生
活
問

題
な
ど
）が
多
い

介
護
報
酬
が
少
な
い
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地域包括支援センター、地域包括支援センター支所との連携
（複数回答）

居宅介護支援事業所（N=136）が回答

0 10 20 30 40 50 60 70
(%)

支援困難事例についての個別
指導・相談

介護支援専門員に対する日常
的な個別指導・相談

高齢者虐待や権利擁護につい
ての相談や情報交換など

地域支援事業での連携

地域における介護支援専門員
のネットワーク

要援護高齢者の早期発見にお
ける支援・協力

その他

特にない

無回答

66.9

44.1

42.6

34.6

24.3

11.0

3.7

2.9

14.0
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地域包括支援センター認知状況

現在利用してい
る

利用したことが
ある

名前は知ってい
るが、利用した
ことはない

知らない 無回答 (%)

ｻﾝﾌﾟﾙ数

ＴＯＴＡＬ 651

これから高齢期一般 552

介護サービス利用者 99

4.0
2.2

17.7 71.1 5.1

1.8
1.4

17.4 76.4 2.9

16.2 6.1 19.2 41.4 17.2

現在利用してい
る

利用したことが
ある

名前は知ってい
るが、利用した
ことはない

知らない 無回答 (%)

ｻﾝﾌﾟﾙ数

ＴＯＴＡＬ 2,496

高齢者一般 2,223

特定高齢者（利用） 119

特定高齢者（未利用） 154

4.8 4.6 29.1 56.2 5.2

4.3 3.3 29.7 57.8 4.9

15.1 28.6 20.2 30.3 5.9

4.5 5.8 27.3 52.6 9.7

これから高齢期を
迎える方

高齢者一般調査
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平成18年４月の制度改正による影響 N＝２７５（事業所）

落ち着いてきている 課題が残っているが
、事業運営等への支
障は減少

依然として課題があ
り、事業運営等への
影響が大きい

無回答

(%)
ｻﾝﾌﾟﾙ数

27532.0 26.5 33.5 8.0

0

10

20

30

40

50

60

70
(%)

66.7

61.8

56.4

44.8

33.3

24.8

21.2 20.6 20.0 20.0

4.2
1.2

無
回
答

そ
の
他

利
用
者
か
ら
ケ
ア
プ

ラ
ン
の
目
標
設
定
へ
の

納
得
を
得
る
こ
と

利
用
者
へ
の
制
度
改

正
の
Ｐ
Ｒ

予
防
対
象
者
の
増
加

利
用
者
の
自
己
負
担

増
へ
の
対
応

利
用
者
数
の
減
少

国
等
か
ら
の
情
報
・

情
報
の
解
釈
の
錯

綜
・混
乱

利
用
者
へ
の
サ
ー
ビ

ス
給
付
の
制
限

予
防
と
介
護
の
区
分

の
不
合
理
さ

報
酬
単
価
の
減
少

事
務
作
業
量
の
増
加

平成18年４月の制度改正による具体的な影響
（複数回答） N＝１６５（事業所）
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平成18年４月の制度改正以降の利用者からの苦情（○は３つまでの複数回答）

N＝２７５（事業所）

0 10 20 30 40
(%)

サービス利用時間が短くなっ
た

サービスが利用できなくなっ
た

サービス利用回数が減った（
少ない）

サービスの種類が減らされた

介護予防サービスがわかりに
くい

サービス内容が変った

サービス提供スタッフが突然
（予定外で）変更になった

その他

特に目立つ苦情はない

無回答

38.2

36.4

24.4

22.2

21.5

18.5

2.2

9.5

25.1

4.7
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事業所を運営する上での課題（複数回答）
N＝２７５（事業所）

0

10

20

30

40

50

60

(%)
59.6

47.3

32.4
29.5

23.3 22.5
20.7

16.0 15.3

11.3
8.7 8.7 8.7

6.2 5.5
4.0 2.9

4.4

0.7 1.5

無
回
答

特
に
課
題
は
な
い

そ
の
他

利
用
者
か
ら
の
苦
情
や
事
故
へ
の
対
応

利
用
者
の
身
体
状
況
の
把
握
が
難
し
い

他
の
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
と
の
競
合
が
激
し
い

訪
問
や
送
迎
が
非
効
率
（エ
リ
ア
が
広
い
等
）

他
の
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
と
の
連
携

他
職
種
と
の
連
携

利
用
者
１
人
あ
た
り
の
利
用
量
が
少
な
い

入
居
者
の
認
知
症
が
重
度
化
し
た
場
合
の
対
応

ス
タ
ッ
フ
が
短
期
間
で
離
職
し
て
し
ま
う

利
用
者
等
が
介
護
保
険
制
度
等
を
よ
く
理
解
し

て
い
な
い

新
規
利
用
者
の
獲
得
が
困
難

医
療
機
関
と
の
連
携

責
任
者
な
ど
中
堅
人
材
の
確
保
・育
成

設
備
・ス
タ
ッ
フ
等
が
不
足
し
量
的
に
ニ
ー
ズ
に
応

え
ら
れ
な
い

ス
タ
ッ
フ
の
人
材
育
成

ス
タ
ッ
フ
の
確
保

介
護
報
酬
が
低
い
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介護人材確保の取り組み（複数回答）
N＝２７５（事業所）

0 10 20 30 40 50 60 70 80
(%)

新聞広告等に求人募集を出す

知人等関係者からの紹介

大学、専門学校等に求人募集
を出す

就職相談会・説明会に参加す
る

他事業所や施設の職員などか
らの勧誘

その他

無回答

73.8

52.0

24.0

19.3

7.6

10.2

9.1

0

10

20

30

40
(%)

ヘ
ル
パー

２
級

看
護
師

介
護
福
祉
士

介
護
支
援
専
門
員

ヘ
ル
パー

１
級

介
護
職

准
看
護
師

理
学
療
法
士

相
談
員

社
会
福
祉
士

保
健
師

作
業
療
法
士

機
能
訓
練
指
導
員

医
師

栄
養
士

ヘ
ル
パー

３
級

管
理
栄
養
士

薬
剤
師

事
務
職
員

そ
の
他

無
回
答

33.8

31.3 31.3

20.0

14.5 14.5

8.4 7.6

4.7 4.0 3.6 3.6
1.8 1.5 1.1 0.7 0.7 0.7 0.4

2.5

17.1

特に確保の困難な職種（複数回答）
N＝２７５（事業所）
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サービスの質の向上への取り組み（複数回答）

N＝２７５（事業所）

0

10

20

30

40

50

60

70

80
(%)

78.5

65.1 64.7

46.9

40.4 38.9

30.2

22.2
19.3

4.7
6.9

0.4
2.9

無
回
答

特
に
行
っ
て
い
な
い

そ
の
他

現
場
ス
タ
ッ
フ
に
任
せ
て
い
る

意
見
箱
を
設
置
し
て
い
る

積
極
的
に
外
部
調
査
を
受
け
て

い
る

独
自
の
自
己
評
価
を
実
施
し
て

い
る

利
用
者
や
家
族
に
対
し
満
足
度

調
査
を
行
っ
て
い
る

現
場
ス
タ
ッ
フ
が
自
発
的
に
多

問
題
事
例
検
討
会
を
行
う

管
理
者
が
直
接
サ
ー
ビ
ス
提
供

の
状
況
を
確
認
し
指
導
し
て
い

るサ
ー
ビ
ス
提
供
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、

マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
し
て
い
る

事
故
防
止
の
た
め
に
ヒ
ヤ
リ
ハ
ッ

ト
事
例
の
収
集
等
図
っ
て
い
る

各
種
研
修
会
、
学
習
会
・セ
ミ

ナ
ー
の
実
施
や
参
加
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0 10 20 30 40 50 60 70
(%)

事業所内での採用時研修（新
任研修）

その他民間団体が実施してい
る研修等への参加奨励

事業所内での定期的な現任研
修の実施

事業所内での事例検討会や外
部研修受講者による報告会

外部で開催される研修会への
参加費等の補助

地域で実施される研修に対し
て業務として参加を義務化

都社協が実施している研修等
への参加奨励

事業所内での資格取得支援の
研修（既採用職員）

事業所内での新規人材確保等
のための資格取得支援研修

その他

無回答

63.6

50.5

49.5

44.7

44.4

42.5

40.7

26.2

8.7

4.0

5.1

研修や資格取得支援の実施状況（複数回答） N＝２７５（事業所）


